(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名：認知症施策推進事業費（国補）
（事業名変更：旧認知症地域支援体制構築等推進事業費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111（内2599）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp　
	事業費


　要求額：1,697千円（前年度予算額：7,838千円）
	要求内容


	１　要求の内容


県では、認知症に対する地域資源の充実を図るため、かかりつけ医認知症対応力向上研修や認知症サポート医の養成などを推進、また住民を対象とした認知症サポーター養成研修等、地域において認知症対策を推進している。
　しかし、各自治体間の情報の共有・伝達が十分でないため、地域によって認知症高齢者への対応にばらつきが生じる等、高齢者にとっても支援する側にとっても非効率な状態となっており、県内での情報共有による施策水準の向上、及び各市町村の認知症施策の取組の促進を図る目的から、認知症施策推進事業として以下の業務を実施する。
○認知症施策推進事業
（１）認知症施策推進委員会の設置（年２回実施予定）
医師、認知症疾患医療センター担当者、介護従事者、市町村認知症施策総合推進
　　　事業実施市町村担当者等により構成する「認知症施策推進委員会」を設置し、施
策の検討や、先進事例等の情報収集等を行う。
（２）市町村認知症連絡会の開催（Ａ，Ｂ各１回実施予定）
Ａ　市町村認知症施策担当者を対象とした連絡会を開催し、「認知症施策推進委
員会」における検討結果について、情報共有を図る。
Ｂ　市民後見人制度の推進について、説明会等による情報共有を図る。
（３）認知症啓発セミナーの開催（年１回実施予定）
県内の住民及び介護関係者を対象とした認知症啓発セミナーを実施し、認知症へ
　　 の地域支援体制の促進を図る。
（４）モデル地域における地域支援体制構築事業

　　　国要綱の改正により市町村事業に組み替えられたため事業廃止

	２　所要経費


　委員会等開催経費（負担区分及び財源　国10/10）

報償費　752千円、旅費　373千円、消耗品費　211千円、会議費　9千円
印刷製本費　75千円、役務費　115千円、使用料　162千円　

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

１　高齢者の介護や見守りの体制を整える
　　　○高齢者の実態・ニーズを踏まえた介護サービスを提供する
	２　これまでの取組状況


平成19年度から平成22年度まで、地域支援体制構築事業のモデル地域として県内３市１村で事業を実施した。平成23年度からは、認知症地域支援体制及び認知症ケアに関する先進事例を収集し、全県的に普及させることを目的として、新たに「岐阜県認知症施策推進事業」を実施したものである。
	３　これまでの取組に対する評価


平成22年度まで実施した「地域支援体制構築事業」のモデル地域では、地域支援のノウハウが蓄積されており、これを県内市町村に伝達するために、本件事業が不可欠である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源
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予算額
	7,838
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